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日中の経済統合と人の移動
―Low及びMiddle skillの中国人の移動を中心に―
Economic Intergration and migration between China and Japan
―Focusing on Chinese Low and Middle Skilled Workers－
薛　　秀　娟
The objective of this paper is to explore determinants of middle and low 
skilled workers from China to Japan together with the existence of in-country 
regional economic gaps in both countries. To this objective, the employment 
of Chinese workers with the status of residence “Skilled labor” and those 
with “Technical Intern Trainee” have been theoretically explained by 
disequilibrium local labor market models. In addition, functions of location 
choice by Chinese workers were estimated as multivariable regression models, 
while comparing those between middle and low skilled. As the result, it was   
demonstrated that most of Chinese workers were coming from inland areas in 
China. Both middle and low skilled workers were concentrating in local areas 
rather than metropolitan areas in Japan. Based on the results, the author 
insists on policies to promote alliance and cooperation between local areas 
in Japan and China by encouraging trade, direct investment and migration, 
while implementing regulatory reforms of immigration laws to facilitate 
regional development in both countries. 
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1　はじめに
本論文の目的は、中国人のミドル・スキル及びロー・スキル労働者の移動
の決定要因を、受入国である日本国内の労働市場の状況のみならず、送出国
である中国国内の経済的・社会的条件の変化、特に国内経済格差又は西部大
開発の影響などの影響も踏まえて分析することにより、日中間の貿易・投資
のみならず、人の移動を含めた経済統合の進め方に関し、政策の方向を論じ
ることである。
1・1　中国と日本の経済関係と人材の移動
2001年の中国のWTO加盟以来、中国は急速な経済成長を果たし、貿易・
投資のみならず人の移動においても、日中の経済関係は急速に深まった。
2008年の世界経済危機（いわゆるリーマン・ショック）以降、中国経済は、
「新常態（new normal)」と言われる構造変化の局面にはいったとみられる。
この過程では、中国の若年労働人口の伸びが鈍化し、長年、賃金を抑制さ
れてきた製造業の現場でも、2010年頃から大幅な賃金引上げが続いている。
実際、2006年から 2015年までに賃金水準は、各地において概ね 3倍程度
に上昇し、沿岸部と内陸部の賃金格差は、2006年には最大で 2.5倍程度であっ
たが、2015年には、概ね 2倍程度にまで縮小している（表 1）。
また、2001年から 2013年まで、中国人の専門・技術労働者のフローをみ
えると、デフレが長く続いた日本からの流出が流入を上回る状況もみられた
（井口 2015）。
こうしたなかで、中国人の「技能」の在留資格を有する労働者（ミドル・
スキルに該当する労働者）及び「特定活動」（又は 2008年の出入国管理及び
難民認定法（以下「入管法」という）改正後は、「技能実習」の在留資格）
を有する者（ロー・スキルに該当する労働者）は、2011年の東日本段震災
前までは増加傾向にあったが、その後は、停滞ぎみで推移している（図 1灰
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色部分）（ミドル・スキルとロー・スキルの定義は、1・2を参照）。
この過程で、中国国内の労働者の送出し地域は、所得水準が高まった沿岸
部から、経済開発の重点対象とされた内陸部地域へと次第に移動している可
能性がある。
2013年以降、中国国内の賃金所得上昇の動きや、日中間の厳しい政治情
勢などを反映し、日本に入国する中国人の増加傾向にはブレーキがかかっ
た。しかしながら、永住権を取得して滞在する中国人は増加している。これ
らの人々は日中の間を頻繁に移動し、出入国を繰り返しているとみられる。
図 1　日本に在留する中国人ミドル・スキル及びロー・スキル労働者の推移
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資料出所：法務省『在留外国人統計』から筆者作成。
こうした日中関係の動向や中国人の移動の状況を踏まえつつ、本稿では、
次のような仮説を検討する。
第 1に、中国人調理師などのミドル・スキル労働者は、「技能」の在留資
格を取得して、日本国内各地において、サービスへの需要が増加した分野で
就労するようになっており、国内で就労場所を選択することができる。
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したがって、ミドル・スキル労働者については、中国の内陸部から、日本
国内の賃金の高い地域へ、中国からの労働供給が増加したという仮説が考え
られる。
第 2に、技能実習生などのロー・スキル労働者は、農業や製造業などの比
較的低賃金分野で、日本国内の地方の労働市場で需給ミスマッチが存在する
分野で、協同組合などの傘下の中小企業や農家を指定されて就労するように
なっており、就労場所の変更は原則として認められない。
したがって、ロー・スキル労働者については、中国の内陸部から、日本国
内の賃金の低い地域へ、中国から労働供給が増加したという仮説が考えられ
る。
なお、中国から流入する労働者が停滞する状況にあっても、日本国内に在
留する中国人労働者やその家族は増加する可能性がある。これは、中国人労
働者が、原則 10年（高度人材については短縮措置がある）滞在後、日本で
永住権を取得し、日中間で困難なく出入国を繰り返すことができる。
表 1　中国の省別の月間労働者一人当たり平均賃金の推移（単位：元）
2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年
北京 39,684 45,823 55,844 57,779 65,158 75,482 84,742 93,006 102,268 111,390
天津 27,628 33,312 39,990 43,937 51,489 55,658 61,514 67,773 72,773 80,090
河北 16,456 19,742 24,276 27,774 31,451 35,309 38,658 41,501 45,114 50,921
山西 18,106 21,315 25,489 28,066 33,057 39,230 44,236 46,407 48,969 51,803
内蒙古 18,382 21,794 25,949 30,486 35,211 41,118 46,557 50,723 53,748 57,135
遼寧 19,365 22,882 27,179 30,523 34,437 38,154 41,858 45,505 48,190 52,332
吉林 16,393 20,371 23,294 25,943 29,003 33,610 38,407 42,846 46,516 51,558
黑龍江 15,894 18,481 21,764 24,805 27,735 31,302 36,406 40,794 44,036 48,881
上海 37,585 44,976 52,122 58,336 66,115 75,591 78,673 90,908 100,251 109,174
江蘇 23,657 27,212 31,297 35,217 39,772 45,487 50,639 57,177 60,867 66,196
浙江 27,570 30,818 33,622 36,553 40,640 45,162 50,197 56,571 61,572 66,668
安徽 17,610 21,699 25,703 28,723 33,341 39,352 44,601 47,806 50,894 55,139
福建 19,424 22,277 25,555 28,366 32,340 38,588 44,525 48,538 53,426 57,628
江西 15,370 18,144 20,597 24,165 28,363 33,239 38,512 42,473 46,218 50,932
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山東 19,135 22,734 26,234 29,398 33,321 37,618 41,904 46,998 51,825 57,270
河南 16,791 20,639 24,438 26,906 29,819 33,634 37,338 38,301 42,179 45,403
湖北 15,779 19,548 22,384 26,547 31,811 36,128 39,846 43,899 49,838 54,367
湖南 17,400 21,060 24,146 26,534 29,670 34,586 38,971 42,716 47,117 52,357
广東 26,400 29,658 33,282 36,469 40,432 45,060 50,278 53,318 59,481 65,788
广西 17,571 21,251 24,798 27,322 30,673 33,032 36,386 41,391 45,424 52,982
海南 15,843 19,220 21,767 24,790 30,775 36,244 39,485 44,971 49,882 57,600
重慶 19,172 22,965 26,640 30,499 34,727 39,430 44,498 50,006 55,588 60,543
四川 17,612 21,081 24,725 28,149 32,567 37,330 42,339 47,965 52,555 58,915
貴州 16,481 20,254 23,979 27,437 30,433 36,102 41,156 47,364 52,772 59,701
云南 18,262 19,912 23,305 26,163 29,195 34,004 37,629 42,447 46,101 52,564
西藏 29,119 42,820 44,055 45,347 49,898 49,464 51,705 57,773 61,235 97,849注
陜西 16,646 20,977 25,478 29,566 33,384 38,143 43,073 47,446 50,535 54,994
甘粛 16,991 20,657 23,632 26,743 29,096 32,092 37,679 42,833 46,960 52,942
青海 21,981 25,318 30,101 32,481 36,121 41,370 46,483 51,393 57,084 61,090
寧夏 20,900 25,723 30,050 32,916 37,166 42,703 47,436 50,476 54,858 60,380
新疆 17,704 21,249 24,686 27,617 32,003 38,238 44,576 49,064 53,471 60,117
資料出所：『中国統計年鑑』各年
注： 上表は都市機関を対象として、統計された従業員の平均賃金である。ここでは、その都
市にある国有企業も含まれるため、国有企業が集中する地域では平均賃金が高まること
に注意しなければならない。例えば、2015年時点では、西藏の国有企業は中国全体で 2
位という位置にあるため、平均賃金は沿岸部の都市よりも高い。
1・2　定義
本稿におけるミドル・スキル労働者とロー・スキル労働者の定義について
詳細に考察すると、以下の通りである。
①　ミドル・スキル労働者
本稿では、高卒程度の学校教育を修了し、2～ 3年程度、専門学校などで
学習し、職業資格を取得した労働者を、ミドル・スキル労働者と呼ぶ。
この場合、入管法上、入国して就労を認められるのは、「技能」の在留資
格を付与される外国人の範囲は制限されている。即ち、現行法令上は、日本
国内で養成が困難な技能を必要とする業務に従事する活動に従事する者の
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みに在留資格が付与される。具体的には、外国料理の調理師，スポーツ指導
者，航空機の操縦者 ,貴金属等の加工職人など 7職種に限定される。この場
合、広範なミドル・スキル労働者の就労分野での外国人の就労には、原則と
して、10年間の実務経験（養成のための教育訓練機関を含む）が必要となる。
将来的には、日本国内において人材確保が困難な技能職種（ボトルネック
職種）を、就労可能な在留資格の対象とすることが考えられよう。
②　ロー・スキル労働者
本稿では、ミドル・スキルの技能を有しない労働者を、全てロー・スキル
労働者と定義する。実際には、入管法上、このスキルレベルで入国して就労
を認められるロー・スキル労働者としては、「技能実習」の在留資格を有す
る者がある。入管法改正によって、従来、「特定活動」で受け入れられてい
た者の一部が、「技能実習」の在留資格で受入れるようになった。
また、資格外活動許可を得て就労する留学生に加え、在留資格の「永住者」、
「定住者」、「日本人の配偶者等」、「永住者の配偶者等」などを有し就労に関
して制限がない者が、結果的にロー・スキル労働者として就労することがあ
る。
このほか、「特定活動」の在留資格を付与されて就労する者には、ワーキ
ング・ホリデーや家事労働者など、ロー・スキル労働者として就労できる者
が含まれる。
2　先行研究
次に、経済学的なアプローチによる、日本の外国人労働者の就労の決定に
関する理論的及び実証的研究のうちから、主な最近のものを上げると、以下
のとおりである。
井口（2011）は、高度人材及び研修・技能実習生について、雇用に関する
「ローケーション選択」（location choice）の理論を適用し、在留資格別に実
証研究を行った。その結果、研修・技能実習生は、国内の低賃金水準の低い
地域で就労する傾向があるが、その結果、地域労働市場における労働需給ミ
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スマッチを補充する効果を有することを指摘した。
志甫（2012）は、高校新卒者の教育訓練コストと離職性向が高まると、外
国人研修生の受け入れが増加する理論モデルを用い、高校卒業者が就業者に
占める比率が低い地域では、技能実習生の割合が有意に高くなることを立証
した。
井口（2015）は、日本とアジア諸国の間を移動する専門・技術労働者につ
いて、出国関数を推定し、日本から周辺アジア諸国への人材純流出には、周
辺国の経済発展のみならず、国内のデフレーションが影響していることを明
らかにした。
井口（2017, 2018）は、国内の労働移動と国際労働力移動の関係を理論的
に説明するとともに、日本国内の労働市場における労働需給ミスマッチにつ
いて、短期的及び中長期的なミスマッチを区分し、その所在を実証的に明ら
かにしている。
なお、社会学的アプローチによる「技能実習」に関する研究は多数ある。
例えば、上林（2015）、坂（2016）などを挙げておきたい。また、「技能」の
在留資格を有する外国人の就労に関する歴史的な経緯位や法律的側面につい
ては、西川・伊藤（2002）をあげておきたい。
以上のような先行研究を踏まえ、本稿では、経済学的な視点から、ロー・
スキル（技能実習生）とミドル・スキル（技能の在留資格を有する外国人）
について比較研究を行う。そこでは、従来の諸研究が十分に視野にいれるこ
とのできなかった、送出側（中国）と受入側（日本）の両方の要因を同時に
考慮した分析を行う必要がある。
具体的には、本稿では受入国である日本国内の労働市場の機能（特に、賃
金水準や若年層の流出の影響）と併せ、送出国である中国国内の経済的・社
会的条件の変化（特に、国内経済格差又は西部大開発の影響など）の影響を、
同時的に計量分析することを試みたい。
これにより、先行研究で実証された結果を検証するだけでなく、これらの
労働市場の機能の違いを理論的及び実証的に明らかにし、新たな政策的含意
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を見出せると期待できる。
3　 ロー・スキル及びミドル・スキルの中国人労働者に関する労働
市場モデル
以下では、中国人のロー・スキル労働者は、「ローテーション方式」（例え
ば、3年を期限に帰国する前提の受入れ方式）で、日本の地方労働市場に受
け入れられると仮定する。地方労働市場では、人口の流出の結果、均衡賃金
より低い賃金水準で、労働需給ミスマッチ（未充足求人）が発生していると
し、外国人労働者に、労働移動の自由はないとする。
また、中国人のミドル・スキル労働者は、中国で、例えば中国料理の調理
サービスを提供してきたが、日中間の国際ツーリズムの高まりにより、日本
国内の各地でも、中国料理に対する需要が高まった結果、日本に移動して調
理サービスを提供しようとすると考える。この場合、日本国内で労働移動す
る自由がある。
このようにして、ロー・スキル及びミドル・スキルの中国人労働者の労働
市場モデルを比較し、その受入れの影響や効果を推論する。
（1）ロー・スキル労働者（ローテーション方式）の受入れの影響（図 2参照）
ここでは、地方労働市場を想定する。技能実習生の賃金WLは、技能の賃
金Wより低い水準に設定されている。これは、国際的な価格競争が激しい
ことや、貿易に伴う要素価格均等化の力が働いている場合に生じ得る。
日本国内の地方都市では、若者の大都市流出や人口減少がとまらず、就業
者の高齢化が進み後継者がいない等の原因から、労働供給曲線 Sは左シフ
トする。（S→ S1）国内外の競争が激化し、賃金を上昇させることができず、
L0L1の未充足求人（労働需給ミスマッチ）が生じる。
技能実習生は、中国の経済発展が相対的に遅れた内陸部地域から、日本の
地方都市に移動する。就労する事業所は 3年間（又は 5年間）に固定され、
労働移動の自由がない。そこで、L1L2の技能実習生をローテーション方式
で受入れることで、労働需給ミスマッチの一部を緩和することができる。
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図 2　地方労働市場における労働需給ミスマッチ発生と技能実習生の流入
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（2） 労働移動が自由な外国人技能者（ミドル・スキル）の受入れの影響（図
3参照）
ここでは、ミドル・スキルの外国人労働者（特に、「技能」の在留資格を
有する労働者）の労働市場を想定する。
ミドル・スキルの労働者の賃金（W）は、ロー・スキルの労働者の賃金（W0）
より高水準で、良好な賃金・労働条件を求めて、自由に労働移動することが
できる。
日中間のサービス貿易の拡大により、日本人が中国で消費していたサービ
スを、日本国内で消費する需要が高まる（消費のスピルオーバー効果）。
需要が高まる結果、D曲線は右にシフトし（D→ D2）、中国からの労働者
の受け入れにより、S曲線は右へシフトする（S→ S2）。その結果、賃金は上
昇する場合がある（W→W2）。ここで、中国人のサービス提供が、日本人の
サービス提供と補完的であれば、日本人の雇用・賃金に悪い影響は生じない。
中国人労働者の流入で、日本国内で、新たなサービスが提供され、サービ
スに対する需要を刺激する結果、労働需要曲線は、長期的には DLにシフト
し、賃金は高まると考えられる。
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図 3　地方労働市場における技能者に対する需要の増加とミドル・スキル労働者の流入
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4　 ロー・スキル及びミドル・スキルの中国人労働者に関する計量
分析
ここでは、前の章で掲げた労働市場モデルを基礎として、ロー・スキル及
びミドル・スキルの労働者の日本国内のローケーションについて、多変量解
析を行う。その際、中国内陸部から日本国内各地への流入が増加していれば、
これら中国人労働者の日本国内での分布は、中国人の内陸部出身者の分布と
正に相関していると考えられる。また、労働移動の自由がローケーションに
影響を及ぼしていれば、賃金に対して正の相関が予想される。さらに、農業
や建設業、製造業などの産業の集積との関係も重要になる。
（1）中国人ロー・スキル労働者のローケーションに関する計量分析
推定方程式：
　Y＝a0+a1X1+a2X2+a3X3+a4X4+a5X5+a6X6+a7X7+a8X8+a9X9+μ
（ただし、μは誤差項）
単純最小二乗法による多変量回帰
サンプル：都道府県別・2001年から・2011年まで
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被説明変数：Y：「特定活動」の在留資格を有する中国人
説明変数：X1：元円為替相場
　　　　　X2：中国経済成長率
　　　　　X3：日本の地域別賃金水準
　　　　　X4：日本の地域別完全失業率
　　　　　X5：日本の地域別中国内陸部出身者数
　　　　　X6：農業ダミー
　　　　　X7：製造業ダミー
　　　　　X8：建設業ダミー
　　　　　X9：日本の地域別高卒就職者数比率
各変数に関する仮説は以下の通りである。
① 　円の対元外国為替相場（日本銀行「主要時系列統計データ表」の実質
実効為替レート）
円の対元為替レートが上昇すると、円建ての賃金は、元に換算すると
高まるので、技能実習生の流入が増加する仮説。1元が何円に相当する
かで表示される。
②　中国の経済成長率（IMF統計）
中国の経済成長により、中国国内の一人当たり所得が増加すると、技
能実習生の来日が減少するという仮説。
③ 　日本の地域別賃金水準（厚生労働省「賃金構造基本統計調査」県別の
平均賃金）賃金水準の低い地域で、技能実習生を多く受け入れていると
いう仮説。
④　完全失業率　（総務省統計局・モデル推計値）
完全失業率が低い地域では、雇用機会が多く、技能実習生の受け入れ
が多いとの仮説。
⑤ 　日本の地域別中国内陸出身者（法務省入国管理局「在留外国人統計」
を基にし筆者推計）
技能実習生は、中国人の内陸部出身者に、その多くを依存していると
いう仮説。
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⑥　農業ダミー（総務省統計局「国勢調査」）
技能実習生が、農業就業者の多い地域に多く受け入れられているとい
う仮説
⑦　製造業ダミー（総務省統計局「国勢調査」）
技能実習生は、製造業就業者の多い地域に多く受入れられているとい
う仮説。
⑧　建設業ダミー（総務省統計局「国勢調査」）
技能実習生は、建設業就業者の多い地域に多く受け入れられていると
いう仮説。
⑨ 　日本の地域別高卒就職者比率（文部科学省「学校基本統計」と総務省
「労働力調査」をもとに推計したもの）
高卒就職者の就業者総数に占める比率が低い地域で、技能実習生の受
け入れが多いという仮説。
以上の計量分析から、次のことが立証された。（表 2参照）
① 　元の為替レートが高まると、技能実習生は減少するという結果を得
た。これは、技能実習生は、円高の方が中国への送金額が高まり、技能
実習生が増加することを反映しているとみられる。
② 　技能実習生（労働移動に制限がある）は、低賃金で需給ミスマッチの
生じている地域労働市場で就労していることが裏付けられた。
③ 　中国人技能実習生の送出地域は、中国沿岸部の経済発展によって、内
陸部へシフトしていることが、裏付けられた。
④ 　技能実習生が、農業、製造業、建築業の就業者の比重の高い地域で受
け入れられていることが裏付けられた。
⑤ 　技能実習生は、高卒労働者が、地場の低賃金産業に就職せず、大都市
に流出する地域で多く就労していることが裏付けられた。
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表 2　日本国内の中国人ロー・スキル労働者のローケーションに関する計量分析結果
ケース 1 ケース 2 ケース 3
係数 T値 係数 T値 係数 T値
元円為替相場 ‒0.208*** ‒5.089 ‒0.212*** ‒5.149 ‒0.199*** ‒5.104
中国経済成長率 0.041 0.992 0.037 0.885 0.05 1.268
賃金水準 ‒0.13** ‒1.922 ‒0.211*** ‒2.972 ‒0.396*** ‒5.552
完全失業率 ‒0.325*** ‒7.787 ‒0.361*** ‒8.024 ‒0.344*** ‒8.605
内陸部出身者 0.387*** 7.178 0.288*** 4.289 0.211*** 3.717
農業 0.155*** 4.029
建設業 0.216*** 3.035
製造業 0.498*** 8.129
高卒就職者数比率 ‒0.136*** ‒2.413 ‒0.101** ‒1.795 ‒0.116*** ‒2.172
自由度調整済み R2 0.289（517） 0.279（517） 0.351（517）
資料出所：筆者作成
注 1）**は 5％水準で有意。***は 1％水準で有意。（　）はサンプル数。
　 2）建設業と製造業は共線性の統計量が高いため、3つのケースにわけて分析した。
　 3） 内陸部出身者のデータは、2011年までしか入手できないため、2001年から 2011年ま
でのデータをプールして使用した。
ここでは、沿海部は海と接する省のことを指す。台湾、河北省、遼寧省、天津市、山東省、
江蘇省、上海市、浙江省、福建省、広東省、海南省、広西省、香港、澳門このデータの
中にその他、不詳も内陸のデータとして計算する (北京は沿海でも内陸にも含めない）。
（2）中国人のミドル・スキル労働者のローケーションに関する計量分析
推定方程式：
　Y＝ a0+a1X1+a2X2+a3X3+a4X4+a5X5+a6X6+a6X6+μ
（ただし、μは誤差項）
単純最小二乗法による多変量解析。
サンプル：都道府県別・2001年から 11年まで
被説明変数：Y：技能の在留資格を有する中国人　
説明変数：X1：中国の実質経済成長率
　　　　　X2：円の対元為替相場
　　　　　X3：日本の地域別の中国人永住者
　　　　　X4：日本の地域別賃金水準
　　　　　X5：日本の地域別完全失業率
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　　　　　X6：日本の地域別の中国内陸部出身者数
説明変数に関する仮説は以下の通りである
①　中国の経済成長率（IMF統計）
中国の経済成長とともに、中国国内の所得が増加し、中国人技能者の
来日が減少するという仮説。
② 　円の対元外国為替相場（日本銀行「主要時系列統計データ表」による
実質実効為替レート）
元の為替レートが上昇すると、円建ての賃金が元に換算すると安くな
り、技能者の移動意欲が低下するという仮説。
③　日本の地域別中国人永住者（法務省入国管理局「在留外国人統計」）
中国人永住者が多い地域には、中国人の技能者が集まってネットワー
クを形成し、滞在のリスク軽減を図っているとの仮説。
④　日本の地域別賃金水準（厚生労働省；県別の平均賃金）
賃金水準が高い地域では、中国人技能者が移動して集まりやすいとの
仮説。
⑤　日本の地域別完全失業率（総務省「労働力調査」）
完全失業率が低い地域では、中国人技能者が就職しやすいという仮説。
⑥ 　日本の地域別中国内陸部出身者（法務省入国管理局「在留外国人統計」
をもとにして、筆者が推計。）
中国人技能者の出身地域が、沿岸部から内陸部に移動しているという
仮説。
以上の分析から、次のことが読み取れる。（表 3参照）
① 　円の対元為替レートが低下すると、賃金は元に換算すると低下し、技
能者は日本での就労意欲が低下するとの仮説は立証された。
② 　中国の経済成長率が上昇すると、技能者の来日が減少するという仮説
は立証された。
③ 　日本の賃金水準の低い地域にも、技能者が流入している結果となっ
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た。これは。大都市のみでなく、大都市近郊や地方都市でのサービス需
要が強い結果と考えることができよう。
④ 　日本の失業率の低い地域に技能者が流入しているのは、当該地域では
就労確率が高いためと考えられる。
⑤ 　中国の改革開放政策の実施から、およそ 30年以上にわたって成長が
維持され、沿岸部と内陸部の格差は拡大し、今世紀になって若干縮小し
たものの。その格差は依然として大きい。その結果、来日する技能者も
内陸部出身者が増加しているとの仮説が立証された。
⑥ 　永住者が多い地域ほど、中国人技能者が集中している。これは、これ
は、流入した中国人が長期的にその地域集まり、中国人のネットワーク
を形成し、移動した後のリスクが軽減できることを反映していると考え
られる。
表 3　日本国内の中国人ミドル・スキル労働者のローケーションに関する計量分析結果
ケース 1 ケース 2
係数 T値 係数 T値
元円為替相場 0.018** 0.973 0.041*** 2.569
中国経済成長率 ‒0.054*** ‒2.742 ‒0.069*** ‒4.147
賃金水準 ‒0.110*** ‒4.253 ‒0.068** ‒3.303
完全失業率 ‒0.078*** ‒3.967 ‒0.102** ‒6.160
内陸部出身者 0.993*** 39.039
中国人永住者 0.993*** 48.581
自由度調整済み R2 0.846（517） 0.891（517）
資料出所：筆者作成
注 1）**は 5％水準で有意。***は 1％水準で有意。（　）はサンプル数。
　 2） 内陸部出身者のデータは、2011年までしか入手できないため、2001年から 2011年ま
でのデータを使用した。
　 3） ここでは、沿海部は海と接する省のことを指す。台湾、河北省、遼寧省、天津市、山
東省、江蘇省、上海市，浙江省、福建省、広東省、海南省、広西省、香港、澳門このデー
タの中にその他、不詳も内陸のデータとして計算する (北京は沿海部にも内陸部にも含
まれない）。
5　政策提言
日本と中国の間の労働者の移動において、ミドル・スキル及びロー・スキ
D11002_71001226_薛秀娟.indd   53 2019/02/04   12:25:00
経済学研究 49号
̶ 54 ̶
ルの労働者の移動の規模は、専門・技術労働者の移動よりもかなり大きい。
しかも、ミドル・スキル及びロースキル労働者の移動は、送出国中国及び受
入国日本の国内の経済格差の影響を受けていると考えることができる。
本研究によって、これら中国人労働者の中国の出身地域が、次第に中国内
陸部に移動していることが実証できたことは重要な成果である。
また、これら中国人の日本の受入地域では、ミドル・スキルとロー・スキ
ルそれぞれに、日本の地方経済の発展にとって重要な役割を果たしいること
が明らかになってきた。
このうち、技能実習生を中心とするロー・スキル労働者は、労働移動が自
由でない結果、低賃金でであっても、地域労働市場において、労働需給ミス
マッチを緩和していることが、改めて示された。
しかし、技能実習生の受入れが、短期的なニーズに対応していること、労
働移動が自由でなく、受入れ機関による搾取の対象となるリスクが高い。こ
のため、技能実習生の権利保護を強化する必要があるが、それだけでは、高
齢化し、後継者が不足する地場産業の人材確保にとって十分ではない。
中長期的に、労働移動が自由な条件下で、産業の人材の採用と定着を進め
ることが必要である。外国人のロー・スキル労働者を、ミドル・スキル労働
者へ養成することが重要な政策となるべきであろう。
また、ミドル・スキル労働者は、現在、限られた職種でしか受入れられて
いないが、地域労働市場のボトルネックを解消して地域経済を振興し、地域
創生を図る観点から、出入国管理及び難民認定法による規制を、地域の実情
に合わせて緩和する必要があると考えられる。特に、サービス分野では、日
中間の経済交流、特にサービス貿易の拡大に伴って、新たなミドル・スキル
労働者を養成し、資格を認定し受入れを拡大する可能性があることが示唆さ
れる。
さらに、中国人ミドル・スキル労働者の移動を促進し、日中間のサービス
貿易を促進する方策を、さらに検討すべきである。出入国管理及び難民認定
法上、在留資格「技能」の 10年の実務経験の要件を緩和することが必要で
あるが、そのためにも、国内の地域経済への影響についても、さらに説得的
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な根拠を提示することが必要であろう
その際、労働市場における移動の自由は、中長期的な労働市場の機能を高
めるうえで、不可欠であるし、労働者を権利侵害から守るうえでも重要であ
る。ローテーション方式で就労場所を固定した受入れの役割は限定的でなけ
ればならない。
中国政府は、内陸部の開発を進めているが、外国資本が内陸部に向かい、
内陸部と沿岸部の格差を是正できるかどうかが、非常に大きなカギになる。
その意味でも、内陸部都市と日本の地方経済との間で、直接投資や人材移動
の面でも、協力関係を深めることが好ましい。
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